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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第10期

中間連結会計期間
第11期

中間連結会計期間
第10期

会計期間
自　2023年10月１日
至　2024年３月31日

自　2024年10月１日
至　2025年３月31日

自　2023年10月１日
至　2024年９月30日

売上収益 (百万円) 175,989 203,814 361,129

営業利益 (百万円) 12,295 19,535 23,384

税引前中間利益又は税引前利益 (百万円) 11,509 18,206 21,653

親会社の所有者に帰属する中間

(当期)利益
(百万円) 7,278 11,869 14,633

親会社の所有者に帰属する中間

(当期)包括利益
(百万円) 7,643 12,135 13,863

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 77,594 85,585 76,568

資産合計 (百万円) 362,227 374,371 365,154

基本的１株当たり中間(当期)利益 (円) 62.91 104.91 127.46

希薄化後１株当たり中間(当期)利益 (円) 62.32 103.69 126.32

親会社所有者帰属持分比率 (％) 21.0 22.3 20.5

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 28,766 26,219 56,326

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △9,364 △11,632 △24,066

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △14,618 △16,135 △34,322

現金及び現金同等物の中間期末(期末)

残高
(百万円) 56,135 47,336 48,695

 

(注) １．上記指標は、国際会計基準(以下「IFRS」という。)により作成しております。

２．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

３．百万円未満を四捨五入して記載しております。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、賃上げ等に伴う個人消費の持ち直しや、インバウンド需要が増加し

たことにより、緩やかな経済活動の回復が見られました。一方で、世界的な政情不安や想定以上の円安の長期化に

伴う物価上昇により、先行き不透明な状況が続いております。

外食業界におきましても、原材料価格やエネルギー価格等の高騰に加え、慢性的な人手不足等により引き続き厳

しい状況が続いております。

このような状況の中、当社グループでは、「変えよう、毎日の美味しさを。広めよう、世界に喜びを。」を

VISIONとして、日々の食を美味しくすることで、お客様の生活や人生までゆたかにしたいという願いに向けて、商

品開発、店内調理、安心・安全の取り組み及びサービスの向上に取り組んで参りました。

 

また、業態別店舗数は以下のとおりであります。

[当社グループ業態別店舗数]

業態名 前連結会計年度末 出店実績 閉店実績
当中間連結
会計期間末

国内：スシローブランド
(テイクアウト専門店)

655(9) 6 2 659(9)

国内：杉玉ブランド(FC) 87(17) 4 － 91(17)

国内：京樽ブランド 117(－) － 9 108(－)

国内：回転寿司みさき・
三崎丸ブランド

95(－) 1 4 92(－)

国内：その他ブランド 18(－) － 2 16(－)

国内合計 972(26) 11 17 966(26)

海外：スシローブランド
(テイクアウト専門店)

174(－) 27 2 199(－)

海外：その他ブランド 9(－) － － 9(－)

海外合計 183(－) 27 2 208(－)

国内外合計 1,155(26) 38 19 1,174(26)
 

（　）内は内数でテイクアウト専門店・FCの店舗数

 
以上の結果、財政状態及び経営成績の状況は以下のとおりとなりました。

 

①財政状態

（資産）

総資産の残高は、前連結会計年度末に比べ9,217百万円増加し、374,371百万円となりました。

流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ2,181百万円増加し、76,836百万円となりました。これは主に、現

金及び現金同等物が1,359百万円減少した一方で、営業債権及びその他の債権が2,094百万円、棚卸資産が1,726百

万円増加したこと等によるものであります。

非流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ7,036百万円増加し、297,535百万円となりました。これは主

に、新店出店等により有形固定資産が6,944百万円増加したこと等によるものであります。
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（負債）

負債合計は、前連結会計年度末に比べ488百万円減少し、286,829百万円となりました。

流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ4,285百万円減少し、76,558百万円となりました。これは主に、営

業債務及びその他の債務が1,433百万円増加した一方で、社債の一部につき借換を実施したことに伴い、社債及び

借入金が5,000百万円減少、引当金が1,926百万円減少したこと等によるものであります。

非流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ3,797百万円増加し、210,271百万円となりました。これは主

に、社債の一部につき借換を実施したことに伴い、社債及び借入金が2,992百万円増加したこと等によるものであ

ります。

 

（資本）

資本合計は、前連結会計年度末に比べ9,705百万円増加し、87,542百万円となりました。これは主に、配当金の

支払により3,394百万円減少した一方で、親会社の所有者に帰属する中間利益の計上により11,869百万円増加した

こと等によるものであります。

 

②経営成績

当中間連結会計期間の経営成績は、売上収益203,814百万円（前年同期比15.8％増）、営業利益19,535百万円（前

年同期比58.9％増）、税引前中間利益18,206百万円（前年同期比58.2％増）、親会社の所有者に帰属する中間利益

11,869百万円（前年同期比63.1％増）となりました。

 
セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

（国内スシロー事業）

「すしに真っすぐ！」を掲げ、魅力的なキャンペーンやIPコラボを積極的に展開しました。Youtuberきまぐれ

クックとのコラボでは、「カンジャンケジャン」や「カンジャンセウ」などを含む５商品を販売。「やっぱり生が

うまい！」をテーマにした鮮度にこだわったキャンペーンでは、生鮮魚「寒ぶり」を提供し、お客様に大変ご好評

をいただきました。

さらに、キャラクター大賞５連覇の大人気キャラクター「シナモロール」、ゲーム「モンスターハンター」や、

10周年を迎えた「ハイキュー!!」とのコラボを実施。コラボメニュー、限定グッズ、SNSキャンペーンを展開し、お

客様にお楽しみいただきました。

以上の結果、国内スシロー事業の売上収益は129,097百万円（前年同期比8.5％増）、セグメント利益は11,178百

万円（前年同期比39.8％増）となりました。

 
（海外スシロー事業）

中国大陸は回復基調にあり、その他の地域でも好調が続いています。また、２月にはマレーシアに１号店をオー

プンし、積極的な出店を継続しております。

来店客数の維持・拡大に向けて、魅力的な販促・マーケティング施策を各地域で継続的に実施しており、香港で

は「かに祭」を開催し、蟹を使用した期間限定メニューの提供。シンガポールでは春節を祝う「CNY」キャンペーン

を実施し、数量限定メニュー「生タラバ炙り一本」や「本鮪赤身」などをご堪能いただきました。

以上の結果、海外スシロー事業の売上収益は58,807百万円（前年同期比41.5％増）、セグメント利益は6,371百万

円（前年同期比98.7％増）となりました。
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（京樽事業）

京樽ブランドでは、京樽が誇る「上方鮨」の定番メニューである押し鮨を冷凍した「冷凍　焼鯖鮨」が、２月に

開催された、第１回「日本全国！ご当地冷凍食品大賞2024-2025」にて、 優秀賞を受賞しました。また、各種販促

や期間限定商品などを継続して展開しており、お正月には「京樽の懐石おせち」３種類に加えて「京樽冷凍おせ

ち」１種類を販売開始、節分には「京樽こだわりの恵方巻」、ひな祭りには彩り豊かな「京樽のひなちらし」をお

客様にお楽しみいただきました。

みさきブランドでは、ロードサイドでの出店余地拡大を目指し、「回転寿司みさき　三郷店」を１月にオープン

しました。従来の月替わり、週替わりの販促に加え、職人がネタ本来の美味しさを引き出すためのひと手間を加え

た「今月の新作」も提供しました。年始には絶品天然本まぐろをお楽しみいただける「本まぐろ祭」、２月には

「超みさきデー」も開催し、こだわりの「特製赤シャリ」を使った「本ずわい蟹」税込121円を５日間、「特ネタ中

トロ」を５日間限定で販売しました。

以上の結果、京樽事業の売上収益は12,061百万円（前年同期比2.2％減）、セグメント利益は45百万円（前年同期

比8.9％減）となりました。

 
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ1,359百

万円減少し、47,336百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、26,219百万円（前年同期比8.9％減）となりました。

これは主に、税引前中間利益18,206百万円、減価償却費及び償却費17,227百万円の計上、営業債務及びその他

の債務の増加が1,648百万円あった一方で、法人所得税の支払額が4,893百万円、営業債権及びその他の債権の増

加が2,088百万円、賞与引当金の減少が1,865百万円、棚卸資産の増加が1,739百万円あったこと等によるものであ

ります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、11,632百万円（前年同期比24.2％増）となりました。

これは主に、新規出店等に伴う有形固定資産の取得による支出が11,289百万円あったこと等によるものであり

ます。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、16,135百万円（前年同期10.4％増）となりました。

これは主に、社債の償還による支出が5,000百万円、社債の発行による収入が4,974百万円、リース負債の返済

による支出が10,717百万円、配当金の支払額が3,386百万円、長期借入金の返済による支出が2,005百万円あった

こと等によるものであります。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 
(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ＦＯＯＤ　＆　ＬＩＦＥ　ＣＯＭＰＡＮＩＥＳ(E33000)

半期報告書

 5/34



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 436,000,000

計 436,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(2025年５月14日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 116,069,184 116,069,184
東京証券取引所
プライム市場

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であり、単元株式
数は100株であります。

計 116,069,184 116,069,184 ― ―
 

(注)　「提出日現在発行数」欄には、2025年５月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

当中間会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 

決議年月日 2024年12月26日（第26回）

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役　　　２
当社執行役員   14

新株予約権の数(個)※ 652

新株予約権の目的となる株式の種類※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)※ 260,800（注）２

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 1

新株予約権の行使期間※ 自2025年１月15日　至2065年１月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)※

（注）３、４

新株予約権の行使の条件※ （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得について、当社取締役会
の決議による承認を要するものとします。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）７
 

※ 本新株予約権の発行時(2025年１月14日)における内容を記載しております。

(注) １．監査等委員である取締役及び社外取締役は含みません。

２．各事業年度において、1,282個を年間の上限とし、本新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下「付

与株式数」といいます。)は、当社普通株式400株とします。

付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が普通株式につき、株式分割(当社普通株式の無償割当てを

含みます。以下同じ。)又は株式併合を行う場合には、次の算式により調整されるものとします。当該調整

後付与株式数を適用する日については、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日(基準日を定めな

いときはその効力発生日)以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降これを適用するものとします。た

だし、かかる調整は、本新株予約権のうち、株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権の

目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる
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ものとします。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率
 

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場

合に準じ付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合には、合理的な範囲で、付与株式数

は適切に調整されるものとします。

３．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、本新株予約権の行使時の払込金額(１

株当たり１円)と割当日において一般的なオプション価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーショ

ンにより算定される本新株予約権の公正な評価額の合計額であるところ、これらの新株予約権は引き受ける

者の役位に応じて権利確定率の下限(以下「下限権利確定率」といいます。)が定められております。なお、

本新株予約権の下限権利確定率に応じた発行価格は以下の通りです。

①　下限権利確定率 16.60％ (235個)

本新株予約権１個当たり 578,000円(１株当たり 1,445円)

②　下限権利確定率 17.60％ (204個)

本新株予約権１個当たり 582,000円(１株当たり 1,455円)

③　下限権利確定率 18.60％ (40個)

本新株予約権１個当たり 586,000円(１株当たり 1,465円)

④　下限権利確定率 19.60％ (173個)

   本新株予約権１個当たり 590,000円(１株当たり 1,475円)

また、当社は、当社の取締役及び執行役員として本新株予約権の割当てを受ける者に対し、払込金額の総額

に相当する金銭報酬を支給することとし、当該金銭報酬請求権と本新株予約権の払込金額の払込債務とを相

殺し、当社子会社の取締役及び執行役員として本新株予約権の割当てを受ける者に対しては、当社子会社よ

り本新株予約権の払込金額の総額に相当する金銭報酬を支給した上で、当社が当該金銭報酬請求権を債務引

受し、本新株予約権の払込金額の払込債務と相殺することとします。

４．資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計

算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとします。

５．本新株予約権の行使の条件

(1) 本新株予約権者は、行使期間内において、当社及び当社子会社の取締役及び執行役員のいずれの地位を

喪失した日の翌日から10日(10日目が休日に当たる場合には前営業日)を経過する日までの間に限り、本

新株予約権を一括してのみ行使することができるものとします。

(2) 本新株予約権者が行使できる本新株予約権の数は、本新株予約権の割当日以後権利行使期間開始日まで

の絶対的TSR(割当日から３年を経過する日の属する月の前月の各日の東京証券取引所における当社普通

株式の終値平均値に、割当日から３年を経過する日までの間における当社普通株式１株当たりの配当金

の総額を加算し、本新株予約権の割当日の属する月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終

値平均値で除して算定した値をいう。)とTOPIX成長率(割当日から３年を経過する日の属する月の前月

の各日の東証株価指数(以下「TOPIX」という。)の終値平均値を、本新株予約権の割当日の属する月の

各日のTOPIXの終値平均値で除して算定した値をいう。)とを比較し、その割合に応じて、段階的に変動

するものとします。

(3) 本新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。

(4) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過する

こととなるときは、当該新株予約権の行使を行うことはできないものとします。

(5) 本新株予約権１個未満の行使を行うことはできないものとします。

６．本新株予約権の取得に関する事項

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約若しくは分割計

画、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画、当社の発行する全部の株式の内容と

して譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変更又

は本新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

承認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得する

ことについての定めを設ける定款の変更、本新株予約権の目的である種類の株式についての株式の併合

(当該株式に係る単元株式数に株式の併合割合を乗じて得た数に１に満たない端数が生ずるものに限り

ます。)、特別支配株主による株式売渡請求承認の議案について株主総会の承認(株主総会の承認を要し

ない場合には取締役会決議)がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもっ

て、本新株予約権の全部を無償で取得することができるものとします。

(2) 本新株予約権者が権利行使をする前に、上記５に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなっ

た場合は、当社は本新株予約権を無償で取得することができるものとします。

７．当社が消滅会社となる合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割又は当社が完全子会社となる

株式交換若しくは株式移転(以上を総称して以下「組織再編行為」といいます。)を行う場合において、組織

再編行為の効力発生日に本新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イか

らホまでに掲げる株式会社(以下「再編対象会社」といいます。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞ

れ交付することとします。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合

併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合

に限るものとします。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。
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(2) 本新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(3) 本新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記２に準じて決定します。

(4) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

(3)に従って決定される本新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とし

ます。再編後行使価額は、交付される新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編

対象会社の株式１株当たり１円とします。

(5) 本新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権の行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から当該行使期間

の末日までとします。

(6) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記の本新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額に準じて決定します。

(7) 譲渡による本新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとします。

(8) その他本新株予約権の行使の条件

上記５に準じて決定します。

(9) 本新株予約権の取得事由及び条件

上記６に準じて決定します。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定します。

８．本新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとします。

 

 
 
決議年月日 2024年12月26日（第27回）

付与対象者の区分及び人数(名)
当社従業員　　　　　186
当社子会社従業員   783

新株予約権の数(個)※ 1,189

新株予約権の目的となる株式の種類※ 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)※ 118,900（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 3,403（注）２

新株予約権の行使期間※ 自2026年12月27日　至2034年12月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)※

発行価格　　3,403
資本組入額　1,702

新株予約権の行使の条件※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項※
譲渡による新株予約権の取得について、当社取締役会
の決議による承認を要するものとします。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ （注）６
 

※ 本新株予約権の発行時(2025年１月14日)における内容を記載しております。

(注) １．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数(以下「付与株式数」といいます。)は、当社普通株式100株

とします。本新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合に

は、これを切り捨てるものとします。

但し、対象株式数は、割当日以降に当社が普通株式につき株式分割(株式無償割当てを含む。以下同じ。)又

は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとします。当該調整後対象株式数の適用日は、当該

調整事由にかかる下記注３による行使価額の調整に関して定める調整後行使価額を適用する日と同日としま

す。かかる調整は、本新株予約権のうち、株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権の目

的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるも

のとします。

調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割又は併合の比率
 

また、本新株予約権の割当日以降に、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他対象株

式数の変更をすることが適切な場合は、当社は取締役会決議により、必要と認める調整を行います。

２．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格は、本新株予約権の行使時の払込金額と同

額であります。また、資本組入額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２

分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これを切り上げるものとします。
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３．本新株予約権の発行後、当社普通株式につき株式の分割又は株式の併合をする場合、次の算式により行使価

額を調整するものとします。調整後の行使価額は、株式の分割に係る基準日(株式無償割当ての場合は、株

式無償割当ての効力が生ずる日又は株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日)又は株式の併

合の効力が生ずる日の翌日以降、これを適用するものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
 

また、上記事由のほか、行使価額を変更することが適切な場合は、当社は、取締役会決議により必要と認め

る調整を行うものとします。行使価額の調整の結果、１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げ

るものとします。

４．本新株予約権の行使の条件

(1) 本新株予約権者(②の場合においてはその相続人)は、以下の事由が生じた場合には、本新株予約権を行

使することができません。

①　本新株予約権者が当社、株式会社あきんどスシロー、株式会社FOOD & LIFE INNOVATIONS又はその

他当社の関係会社(以下、総称して「当社グループ」という。)の取締役、監査役、執行役員又は従

業員の地位をいずれも喪失した場合(但し、定年退職その他正当な理由があると当社が認めた場合

を除きます。)

②　本新株予約権者が死亡した場合

③　その他取締役会決議に基づき、本新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する本新株予約権割

当に関する契約に定める場合

④　本新株予約権者が、破産手続開始又は民事再生手続開始の申立を受け、若しくは自らこれを申し立

てた場合

⑤　本新株予約権者が、不正行為、職務上の義務違反行為を行い若しくは職務に懈怠があり、又はその

他当該者に適用される当社グループの社内規程に違反する行為を行い、減給、出勤停止、降格、諭

旨解雇又は懲戒解雇等の対象となり得ると当該会社の取締役会(海外の会社においては当該国の法

律において取締役会に該当するかこれに準ずる機関)が判断した場合

          (2) 一個の本新株予約権の一部を行使することはできません。

５．本新株予約権の取得条項

(1) 本新株予約権者が当社グループの取締役、監査役、執行役員又は従業員の地位をいずれも喪失した場

合、当社は、当該事由の生じた本新株予約権者より、当該本新株予約権者の保有する本新株予約権の全

部又は一部を無償で取得することができるものとします。なお、本新株予約権の一部を取得する場合に

は、当社の取締役会決議によりその取得する本新株予約権の数を定めるものとします。

(2) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約若しくは分割計

画、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画、当社の発行する全部の株式の内容と

して譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変更又

は本新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の

承認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得する

ことについての定めを設ける定款の変更、本新株予約権の目的である種類の株式についての株式の併合

(当該株式に係る単元株式数に株式の併合割合を乗じて得た数に１に満たない端数が生ずるものに限り

ます。)、特別支配株主による株式売渡請求承認の議案について株主総会の承認(株主総会の承認を要し

ない場合には取締役会決議)がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもっ

て、本新株予約権の全部を無償で取得することができるものとします。

６．当社が消滅会社となる合併、当社が分割会社となる吸収分割若しくは新設分割又は当社が完全子会社となる

株式交換若しくは株式移転(以上を総称して以下「組織再編行為」といいます。)を行う場合において、当該

組織再編行為の効力発生の時点において行使されておらず、かつ、当社により取得されていない本新株予約

権(以下「残存新株予約権」といいます。)を有する新株予約権者に対し、当該新株予約権に代えて、それぞ

れの場合につき、会社法第236条第１項第８号イないしホに掲げる株式会社(以下総称して「再編対象会社」

といいます。)の新株予約権を、以下の条件に基づきそれぞれ交付することとします。但し、以下の条件に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存本新株予約権の本新株予約権者が保有する残存本新株予約権の数と同一の数を交付します。

(2) 本新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(3) 本新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数(以下「承継

後株式数」といいます。)とします。但し、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てるものとしま

す。

(4) 本新株予約権を行使することのできる期間

組織再編行為の効力発生日から上記の本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとしま

す。

(5) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記の本新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額に準じて決定します。

(6) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
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組織再編行為の条件等を勘案の上、上記の本新株予約権の行使価額を合理的に調整して得られる行使価

額とします。

(7) その他の本新株予約権の行使条件及び新株予約権の取得条項

上記４及び５に準じて決定します。

(8) 譲渡による本新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要します。

(9) 本新株予約権を行使した本新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、こ

れを切り捨てるものとします。

７．本新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとします。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年10月１日～
2025年３月31日

- 116,069,184 - 100 - 1,747
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(5) 【大株主の状況】

  2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区赤坂一丁目８番１号赤坂インター
シティAIR

16,236,300 14.35

株式会社日本カストディ銀行(信
託口)

東京都中央区晴海一丁目８番12号 5,181,700 4.58

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505001
(常任代理人　株式会社みずほ銀
行)

ONE CONGRESS STREET, SUITE １, BOSTON,
MASSACHUSETTS
(東京都港区港南二丁目15番１号品川イン
ターシティA棟)

4,777,102 4.22

全国農業協同組合連合会 東京都千代田区大手町一丁目３番１号 3,744,400 3.31

MSIP CLIENT SECURITIES
(常任代理人　モルガン・スタン
レーMUFG証券株式会社)

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON
E14 4QA, U.K.
(東京都千代田区大手町一丁目９番７号大手
町フィナンシャルシティサウスタワー)

2,919,064 2.58

HSBC HONG KONG-TREASURY
SERVICES A/C ASIAN EQUITIES
DERIVATIVES
(常任代理人　香港上海銀行東京
支店)

１ QUEEN'S ROAD CENTRAL. HONG KONG
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

2,903,500 2.57

BOFAS INC SEGREGATION ACCOUNT
(常任代理人　BOFA証券株式会
社)

 THE CORPORATION TRUST COMPANY, 1209
ORANGE ST, COUNTY OF NEW CASTLE
WILMINGTON, DE US
(東京都中央区日本橋一丁目４番１号日本橋
一丁目三井ビルディング)

2,029,434 1.79

JP JPMSE LUX RE BARCLAYS
CAPITAL SEC LTD EQ CO
(常任代理人　株式会社三菱UFJ
銀行)

1 CHURCHILL PLACE LONDON - NORTH OF THE
THAMES UNITED KINGDOM E14 ５HP
(東京都千代田区丸の内一丁目４番５号)

2,013,845 1.78

J.P. MORGAN SECURITIES PLC
(常任代理人　JPモルガン証券株
式会社)

LONDON, 25 BANK STREET, CANARY WHARF,
E14 5JP, UNITED KINGDOM
(東京都千代田区丸の内二丁目７番３号)

1,850,447 1.64

GOVERNMENT OF NORWAY
(常任代理人　シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店)

BANKPLASSEN ２, 0107 OSLO １ OSLO 0107
NO
(東京都新宿区新宿六丁目27番30号)

1,830,626 1.62

計 ― 43,486,418 38.44
 

(注) １．発行済株式総数（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合につき、 小数第三位以下を四捨五

入して表示しております。

　　 ２．日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式であります。

３．株式会社日本カストディ銀行(信託口)の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式であります。
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４．2024年11月８日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ゴールドマン・

サックス証券株式会社、ゴールドマン・サックス・インターナショナル、ゴールドマン・サックス・アン

ド・カンパニー・エルエルシー、ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社、ゴールドマ

ン・サックス・アセット・マネジメント・エル・ピーおよびゴールドマン・サックス・アセット・マネジメ

ント・インターナショナルが2024年10月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨が記載され

ているものの、当社として2025年３月31日現在で実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主から

除いております。なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名または名称 住所 保有株券等の数
株券等保有割合

(％)

ゴールドマン・サックス証券株
式会社

東京都港区虎ノ門二丁目６番１号　虎ノ門ヒ
ルズステーションタワー

-2,000 0.00

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル

Plumtree Court, 25 Shoe Lane, London EC
４A ４AU, United Kingdom

1,922,968 1.66

ゴールドマン・サックス・アン
ド・カンパニー・エルエルシー

200 West Street, New York, New York
10282, U.S.A.

47 0.00

ゴールドマン・サックス・ア
セット・マネジメント株式会社

東京都港区虎ノ門二丁目６番１号　虎ノ門ヒ
ルズステーションタワー

231,300 0.20

ゴールドマン・サックス・ア
セット・マネジメント・エル・
ピー

200 West Street, New York, New York
10282, U.S.A.

3,274,306 2.82

ゴールドマン・サックス・ア
セット・マネジメント・イン
ターナショナル

Plumtree Court, 25 Shoe Lane, London EC
４A ４AU, United Kingdom

198,500 0.17

合計 ― 5,625,121 4.85
 

 

５．2025年１月20日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、野村證券株式会社、ノムラ　インター

ナショナル　ピーエルシー及び野村アセットマネジメント株式会社が2025年１月15日現在でそれぞれ以下の

とおり株式を保有している旨が記載されているものの、当社として2025年３月31日現在で実質所有株式数の

確認ができませんので、上記大株主から除いております。なお、その変更報告書の内容は次のとおりであり

ます。

氏名または名称 住所 保有株券等の数
株券等保有割合

(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 538,121 0.46

ノムラ　インターナショナル　
ピーエルシー

１ Angel Lane, London EC4R ３AB, United
Kingdom

681,111 0.59

野村アセットマネジメント株式
会社

東京都江東区豊洲二丁目２番１号 5,168,332 4.45

合計 ― 6,387,564 5.50
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 2,930,300
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,130,748

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であ
り、単元株式数は100株でありま
す。

113,074,800

単元未満株式
普通株式

― ―
64,084

発行済株式総数 116,069,184 ― ―

総株主の議決権 ― 1,130,748 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式20株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2025年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株 式 会 社 FOOD & LIFE
COMPANIES

大阪府吹田市江坂町一丁
目22番地２号

2,930,300 - 2,930,300 2.52

計 ― 2,930,300 - 2,930,300 2.52
 

　(注)発行済株式総数に対する所有株式数の割合につき、小数第三位以下を四捨五入して表示しております。

 
２ 【役員の状況】

(1)退任役員

該当事項はありません。

 

(2) 役員の男女別人数及び女性の比率

男性5名　女性3名 （役員のうち女性の比率37.5％）
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第４ 【経理の状況】

 

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下「IAS

第34号」という。)に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年10月１日から2025年３月31

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2024年９月30日)

 
当中間連結会計期間
(2025年３月31日)

資産     
流動資産     
現金及び現金同等物  48,695  47,336

営業債権及びその他の債権  13,882  15,975

棚卸資産  6,512  8,238

その他の金融資産  2,940  1,929

その他の流動資産  2,627  3,359

流動資産合計  74,656  76,836

非流動資産     
有形固定資産 6 184,936  191,880

のれん 6 30,371  30,371

無形資産 6 57,016  57,014

持分法で会計処理されている投資  52  52

敷金及び保証金 13,14 14,766  15,254

その他の金融資産 13,14 1,232  1,260

繰延税金資産  1,552  1,103

その他の非流動資産  574  600

非流動資産合計  290,499  297,535

資産合計  365,154  374,371

     
負債及び資本     
負債     
流動負債     
営業債務及びその他の債務  35,569  37,002

社債及び借入金 7,13,14 9,009  4,009

未払法人所得税  4,710  5,356

リース負債  19,523  20,516

その他の金融負債  1,006  1,166

引当金  5,275  3,349

その他の流動負債  5,750  5,159

流動負債合計  80,843  76,558

非流動負債     
営業債務及びその他の債務  22  22

社債及び借入金 7,13,14 75,514  78,506

リース負債  112,838  113,713

その他の金融負債  105  100

引当金  4,730  4,992

繰延税金負債  13,264  12,938

非流動負債合計  206,474  210,271

負債合計  287,317  286,829

資本     
資本金  100  100

資本剰余金  15,734  15,726

利益剰余金  65,818  74,287

自己株式  △9,156  △9,108

その他の資本の構成要素  4,073  4,580

親会社の所有者に帰属する持分合計  76,568  85,585

非支配持分  1,269  1,958

資本合計  77,837  87,542

負債及び資本合計  365,154  374,371
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(2) 【要約中間連結損益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
至　2024年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

売上収益 5,9 175,989  203,814

売上原価  △76,382  △86,068

売上総利益  99,607  117,745

販売費及び一般管理費 10 △85,867  △97,861

その他の収益  294  377

その他の費用 6,11 △1,739  △726

営業利益 5 12,295  19,535

金融収益  228  96

金融費用  △1,014  △1,425

税引前中間利益  11,509  18,206

法人所得税費用  △3,920  △5,610

中間利益  7,589  12,596

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  7,278  11,869

非支配持分  311  727

中間利益  7,589  12,596

     

１株当たり中間利益     

基本的１株当たり中間利益(円) 12 62.91  104.91

希薄化後１株当たり中間利益(円) 12 62.32  103.69
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(3) 【要約中間連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
至　2024年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

中間利益  7,589  12,596

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     
その他の包括利益を通じて測定する金融資
産の公正価値の純変動

 －  △2

純損益に振り替えられることのない項目合
計

 －  △2

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  371  249

純損益に振り替えられる可能性のある項目
合計

 371  249

税引後その他の包括利益  371  248

中間包括利益  7,960  12,843

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  7,643  12,135

非支配持分  317  709

中間包括利益  7,960  12,843
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(4) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2023年10月１日　至　2024年３月31日)

(単位：百万円)

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
その他の
資本の構
成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

非支配持分 資本合計

2023年10月１日時点の残高  100 15,676 53,787 △1,840 4,544 72,268 391 72,659

中間利益    7,278   7,278 311 7,589

その他の包括利益      365 365 6 371

中間包括利益合計  － － 7,278 － 365 7,643 317 7,960

自己株式の処分   △39  67 △14 13  13

自己株式の取得     △0  △0  △0

新株予約権の失効   31   △31 －  －

株式に基づく報酬取引      274 274  274

配当金 8   △2,603   △2,603  △2,603

所有者との取引額合計  － △8 △2,603 67 228 △2,316 － △2,316

2024年３月31日時点の残高  100 15,668 58,462 △1,773 5,137 77,594 708 78,303
 

 
当中間連結会計期間(自　2024年10月１日　至　2025年３月31日)

(単位：百万円)

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
その他の
資本の構
成要素

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計

非支配持分 資本合計

2024年10月１日時点の残高  100 15,734 65,818 △9,156 4,073 76,568 1,269 77,837

中間利益    11,869   11,869 727 12,596

その他の包括利益      266 266 △18 248

中間包括利益合計  － － 11,869 － 266 12,135 709 12,843

自己株式の処分   1  48 △13 36  36

自己株式の取得     △0  △0  △0

新株予約権の失効   8   △8 －  －

株式に基づく報酬取引      257 257  257

配当金 8   △3,394   △3,394  △3,394

利益剰余金への振替    △6  6 －  －

連結子会社株式の取得による持
分の増減

  △17    △17 △20 △37

所有者との取引額合計  － △8 △3,399 48 242 △3,118 △20 △3,138

2025年３月31日時点の残高  100 15,726 74,287 △9,108 4,580 85,585 1,958 87,542
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(5) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
至　2024年３月31日)

 
当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間利益  11,509  18,206

減価償却費及び償却費  14,721  17,227

減損損失 6 503  567

金融収益  △228  △96

金融費用  1,014  1,425

賞与引当金の増減額（△は減少）  724  △1,865

敷金及び保証金の家賃相殺額  136  133

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  △3,257  △2,088

棚卸資産の増減額（△は増加）  △1,354  △1,739

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  3,833  1,648

その他  2,092  △1,163

小計  29,692  32,255

利息及び配当金の受取額  68  71

利息の支払額  △872  △1,213

法人所得税の支払額  △1,153  △4,893

法人所得税の還付額  1,030  －

営業活動によるキャッシュ・フロー  28,766  26,219

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △8,013  △11,289

有形固定資産の売却による収入  8  12

無形資産の取得による支出  △600  △822

定期預金の預入による支出  △1,102  △985

定期預金の払戻による収入  661  2,163

敷金及び保証金の差し入れによる支出  △471  △1,173

投資有価証券の取得による支出  △235  －

その他  388  462

投資活動によるキャッシュ・フロー  △9,364  △11,632

財務活動によるキャッシュ・フロー     

社債の償還による支出  △20,000  △5,000

社債の発行による収入  19,494  4,974

長期借入金の返済による支出  △2,005  △2,005

リース負債の返済による支出  △9,523  △10,717

支払手数料の支払による支出  △8  △9

自己株式の取得による支出  △0  △0

新株予約権の行使による収入  13  38

配当金の支払額 8 △2,597  △3,386

非支配持分からの子会社持分取得による支出  －  △37

その他  6  8

財務活動によるキャッシュ・フロー  △14,618  △16,135

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  4,784  △1,548

現金及び現金同等物の期首残高  51,228  48,695

現金及び現金同等物に係る換算差額  123  189

現金及び現金同等物の中間期末残高  56,135  47,336
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社FOOD & LIFE COMPANIES(以下「当社」という。)は日本に所在する株式会社であり、その登記されている本

社は大阪府に所在しております。当社の2025年３月31日に終了する中間期の要約中間連結財務諸表は、当社及びその

子会社(以下「当社グループ」という。)により構成されます。当社グループは、すし事業に特化した外食事業を営ん

でおり、国内では「スシロー」「杉玉」「京樽」「回転寿司みさき・三崎丸」ブランドにて主に直営方式による回転

すし店等を中心に展開し、海外では韓国、台湾、シンガポール、香港、タイ、中国大陸、インドネシア、アメリカ、

マレーシアで直営方式による回転すし店等を展開しております。

 

２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、IAS第34号に準拠して作成しております。当社グループは、連結財務諸

表規則第１条の２第２号に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第312条の規定を適用

しております。

本要約中間連結財務諸表は、2025年５月13日に代表取締役社長山本雅啓及び執行役員吉田剛により承認されてお

ります。

本要約中間連結財務諸表には年次の連結財務諸表で要求される全ての情報が含まれていないため、前連結会計年

度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

 

(2) 測定の基礎

当社グループの要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定されている金融商品等を除き、取得原価を基礎として

作成しております。

 

(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約中間連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円で表示されており、百万円未満を四捨五入

して表示しております。

 
３．重要性がある会計方針

本要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度の連結財務諸表において適用

した会計方針と同一であります。

なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。
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４．重要な会計上の見積りと判断

要約中間連結財務諸表の作成にあたり、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に影

響を及ぼす見積り、判断及び仮定の設定を行っております。

会計上の見積りの結果は、その性質上、実際の結果とは異なる可能性があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直され、会計上の見積りの見直しによる影響は、その見積りを見直し

た会計期間と将来の会計期間において認識されます。

本要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り、判断及び仮定の設定は、原則として前連結会計年度

に係る連結財務諸表と同様であります。

 
５．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、主に事業別のセグメントから構成されております。

各報告セグメントに含まれる主要ブランドは以下のとおりであります。

国内スシロー事業：国内で展開する「スシロー」及びテイクアウト専門店

海外スシロー事業：海外で展開する「スシロー」及びテイクアウト専門店

京樽事業　　　　：株式会社京樽が運営する全ブランド（主要ブランド「京樽」・「回転寿司みさき」・「海鮮

三崎港」）

その他事業　　　：株式会社FOOD & LIFE INNOVATIONS が運営する全ブランド(主要ブランド「杉玉」）
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(2) 報告セグメント売上収益及び業績

当社グループの報告セグメントによる売上収益及び業績は以下のとおりです。

 
前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額合計
（注）２

連結合計
 

国内スシ
ロー事業

海外スシ
ロー事業

京樽事業 その他事業

売上収益        

外部収益 118,993 41,561 12,325 3,110 175,989 － 175,989

セグメント間収益 － － 9 33 42 △42 －

計 118,993 41,561 12,335 3,143 176,032 △42 175,989

セ グ メ ン ト 利 益
（注）１

7,994 3,206 50 37 11,286 1,009 12,295

その他の項目        

減価償却費及び償
却費

8,061 5,056 851 343 14,312 409 14,721

減損損失 259 162 57 24 503 － 503
 

(注) １．セグメント利益は要約中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．セグメント利益の調整額1,009百万円には、主にセグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分してい

ない全社損益が含まれております。

 
当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

      （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額合計
（注）２

連結合計
 

国内スシ
ロー事業

海外スシ
ロー事業

京樽事業 その他事業

売上収益        

外部収益 129,097 58,805 12,029 3,883 203,814 － 203,814

セグメント間収益 － 2 32 68 103 △103 －

計 129,097 58,807 12,061 3,951 203,916 △103 203,814

セ グ メ ン ト 利 益
（注）１

11,178 6,371 45 30 17,625 1,910 19,535

その他の項目        

減価償却費及び償
却費

8,673 6,737 859 426 16,695 533 17,227

減損損失 17 488 48 15 567 － 567
 

(注) １．セグメント利益は要約中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．セグメント利益の調整額1,910百万円には、主にセグメント間取引消去及び各報告セグメントに配分してい

ない全社損益が含まれております。
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６．非金融資産の減損

(1) 事業資産の減損

当社グループが、業績が悪化している店舗について要約中間連結損益計算書に計上している減損損失は以下のと

おりであります。

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

建物 174 190

構築物 32 －

機械装置 77 1

工具器具備品 128 78

使用権資産 91 273

無形資産 1 26

合計 503 567
 

(注) １．すべての減損損失は事業資産から生じたものであり、要約中間連結損益計算書のその他の費用に含まれま

す。

２．各店舗を資金生成単位として、事業資産の減損テストを実施しております。

３．これら資産の回収可能価額は、前中間連結会計期間において186百万円、当中間連結会計期間において355百

万円であります。

４．減損損失を認識した店舗は、前中間連結会計期間において51店舗、当中間連結会計期間において23店舗であ

ります。

 
(2) 企業結合により取得した資産の減損

当社グループは、のれん及び耐用年数を確定できないブランドについて、毎期又は減損の兆候があると認められ

た場合にはその都度、減損テストを行っております。前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間において、のれ

ん及び耐用年数を確定できないブランドの取得、処分及び減損の兆候はありません。
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７．社債及び借入金

(1) 当社グループの社債及び借入金の内訳は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(2024年９月30日)

当中間連結会計期間

(2025年３月31日)
平均利率(％) 返済期限

流動負債     

１年内償還予定の社債 5,000 － － －

１年内返済予定の長期借入金 4,009 4,009 0.55 2025年９月

小計 9,009 4,009 － －

非流動負債     

社債(１年以内に償還予定のものを除

く)
24,555 29,552 － －

長期借入金(１年以内に返済予定のも

のを除く)
50,959 48,955 0.41 2032年３月

小計 75,514 78,506 － －

合計 84,523 82,515 － －
 

(注) １．社債及び借入金は、償却原価で測定される金融負債に分類しております。

２．平均利率については、当中間連結会計期間における借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しており

ます。

３．当社グループの借入金の一部には、一定の資本水準の維持等を要求する財務制限条項が付されております。

当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当該条項に抵触するような事象はありません。

４．社債の発行条件の要約は以下のとおりであります。

 
(単位：百万円)

会社名 銘柄 発行年月日
前連結会計年度
(2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(2025年３月31日)

利率
(％)

担保 償還期限

当社 第１回無担保社債 2020年１月23日 5,000 － 0.170 無担保 2025年１月23日

当社 第２回無担保社債 2020年１月23日 4,994 4,996 0.350 無担保 2030年１月23日

当社 第４回無担保社債 2023年12月20日 11,971 11,978 1.062 無担保 2028年12月20日

当社 第５回無担保社債 2023年12月14日 7,590 7,594 1.062 無担保 2028年12月14日

当社 第６回無担保社債 2025年１月23日 － 4,984 1.351 無担保 2030年１月23日

合計 ― ― 29,555 29,552 ― ― ―
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８．配当金

(1) 配当金支払額

前中間連結会計期間(自　2023年10月１日　至　2024年３月31日)

決議日 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年12月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,603 22.50 2023年９月30日 2023年12月22日
 

 
当中間連結会計期間(自　2024年10月１日　至　2025年３月31日)

決議日 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年12月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 3,394 30.00 2024年９月30日 2024年12月27日
 

 
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

前中間連結会計期間(自　2023年10月１日　至　2024年３月31日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2024年10月１日　至　2025年３月31日)

該当事項はありません。
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９．売上収益

当社グループは、外食事業等から計上される収益を売上収益として表示しており、財又はサービスの種類別に分類

した売上収益（外部収益）を報告セグメントの区分に基づき、以下のとおり分解しております。

 

前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

  (単位：百万円)

 報告セグメント
合計

 国内スシロー事業 海外スシロー事業 京樽事業 その他事業

店舗売上 118,876 41,552 12,325 3,032 175,785

その他 117 10 － 78 204

合計 118,993 41,561 12,325 3,110 175,989
 

 
当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

  (単位：百万円)

 報告セグメント
合計

 国内スシロー事業 海外スシロー事業 京樽事業 その他事業

店舗売上 128,968 58,791 12,029 3,811 203,599

その他 129 14 0 71 214

合計 129,097 58,805 12,029 3,883 203,814
 

 
10．販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費の内訳は以下のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

従業員給付費用 47,987 54,716

減価償却費及び償却費 14,687 17,185

水道光熱費 4,015 4,846

支払手数料 3,557 3,985

その他 15,621 17,129

合計 85,867 97,861
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11．その他の費用

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

減損損失 503 567

その他（注） 1,235 159

合計 1,739 726
 

（注）前中間連結会計期間の「その他」には、労働基準監督署からの是正勧告への対応等に伴う損失1,110百万円が含ま

れております。

 
12．１株当たり利益

 

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

親会社の普通株主に帰属する中間利益(百万円) 7,278 11,869

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する普通株
式に係る中間利益(百万円)

7,278 11,869

希薄化後１株当たり中間利益の計算に使用する普通
株式に係る中間利益(百万円)

7,278 11,869

基本的期中平均普通株式数(株) 115,693,659 113,127,810

希薄化後１株当たり中間利益の計算に用いられた普
通株式増加数(株)

1,093,930 1,338,060

希薄化後の期中平均普通株式数(株) 116,787,589 114,465,870

基本的１株当たり中間利益(円) 62.91 104.91

希薄化後１株当たり中間利益(円) 62.32 103.69

希薄化効果を有しないため、希薄化後１株当たり中
間利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

新株予約権４種類
(普通株式284千株)

新株予約権３種類
(普通株式176千株)
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13．金融商品の公正価値

金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。なお、帳簿価額と公正価値が近似している金融商品に

ついては、注記を省略しております。

(単位：百万円)

 

前連結会計年度
(2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(2025年３月31日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定される金融資産：     

敷金及び保証金 14,766 14,211 15,254 14,843

貸付金 － － 28 28

公正価値で測定される金融資産：     

非上場株式 1,232 1,232 1,232 1,232

償却原価で測定される金融負債：     

社債 29,555 29,329 29,552 28,714

借入金 54,968 53,983 52,964 51,266
 

 
金融資産及び金融負債の公正価値は以下のように算定しております。

(a) 敷金及び保証金

敷金及び保証金の相手方となる物件の所有者の信用リスクが現時点で極めて低いと判断しているため、これらの

公正価値は、リース期間にわたる将来キャッシュ・フローを、国債利回りといった適切な指標で割り引いた現在価

値に基づいて計算しており、レベル３に該当します。

 
(b) 貸付金

貸付金の公正価値は、期待される将来のキャッシュ・フローを割り引いた現在価値に基づいて計算しており、レ

ベル２に該当します。

 
(c) 非上場株式

非上場株式の公正価値は、当社グループの担当部門がグループ会計方針等に従って、報告期間ごとに入手可能な

直前の数値を用いて測定しており、レベル３に該当します。

 
(d) 社債

社債の公正価値は、市場価格に基づいて計算しており、レベル２に該当します。

 
(e) 借入金

借入金の公正価値は、短期借入金については、短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額に近似しておりま

す。長期借入金については、固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、

当社の信用自体は借入実行後大きな変動はないことから、契約上の金額は公正価値に近似しております。これら

は、レベル２に該当します。
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14．公正価値測定

公正価値ヒエラルキー

公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定の重要なインプットのうち、最

も低いレベルに基づいて決定しております。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における無調整の公表価格

レベル２：資産又は負債に関する直接又は間接的に観察可能な、レベル１に含まれる公表価格以外のインプット

レベル３：資産又は負債に関する観測可能でないインプット

 
前連結会計年度(2024年９月30日)

(単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

敷金及び保証金 － － 14,211 14,211

貸付金 － － － －

その他の金融資産(非流動)：     
非上場株式 － － 1,232 1,232

合計 － － 15,442 15,442

負債：     

社債 － 29,329 － 29,329

借入金 － 53,983 － 53,983

合計 － 83,312 － 83,312
 

 
当中間連結会計期間(2025年３月31日)

(単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

敷金及び保証金 － － 14,843 14,843

貸付金 － 28 － 28

その他の金融資産(非流動)：     

非上場株式 － － 1,232 1,232

合計 － 28 16,074 16,103

負債：     

社債 － 28,714 － 28,714

借入金 － 51,266 － 51,266

合計 － 79,981 － 79,981
 

(注) １．経常的に要約中間連結財務諸表に計上される資産及び負債について、当社グループは、各報告期間末に分類

を再評価することで、ヒエラルキーのレベル間での振替が生じていないかを判断しております。

２．前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、公正価値測定レベル１とレベル２間の振替及びレベル３

から、又はレベル３への振替はありません。

 
レベル３に分類された経常的に公正価値で測定される金融商品の調整表は次のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
至　2025年３月31日)

期首残高 417 1,232

　購入 235 －

中間期末残高 653 1,232
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15．後発事象

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2025年５月13日

株式会社FOOD & LIFE COMPANIES

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

 

大阪事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　　村　　武　　浩  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴　　木　　慧　　史  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社FOOD &

LIFE COMPANIESの2024年10月１日から2025年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年10月１日から

2025年３月31日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算

書、要約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記に

ついて期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社FOOD &

LIFE COMPANIES及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手

したと判断している。

要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸

表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並

びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないか

どうかを評価する。

・要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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